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特集：税制・社会保障と労働 
 
提言 国民年金は、所得税や消費税で賄うべきか、人頭保険料で賄うべきか 八田達夫 
論文 税負担と労働供給 別所俊一郎 
 労働政策の手法としての給付付き税額控除 藤谷武史 
 配偶者控除及び社会保障制度が日本の既婚女性に及ぼす労働抑制効果の測定 高橋新吾 
研究ノート ３号被保険者制度廃止・縮小論の再検討 倉田賀世 
座談会 『103万・130万円の壁』―雇用管理と働く側の意識 平野光俊 
  人事担当者　　　２名 
  労働組合関係者　２名 
紹介 労働課税の行動経済学的分析 大竹文雄 
  森　知晴 
論文 税制及び退職金・企業年金制度とその経済学的含意 宮澤健介 
書評 アルヤン B. カイザー著『日本的雇用慣行の変化―日本モデルを超えて』 脇坂　明 
読書ノート 守島基博著『人材の複雑方程式』 荻野勝彦 
 佐藤博樹編著『働くことと学ぶこと―能力開発と人材活用』 大木栄一 
論文Today 「労働市場の状況と公共職業訓練の効果 
 　―失業率が高いとき公共職業訓練はより効果的か」 山本雄三 
フィールド・アイ ラタンのこと 澤田康幸 

Digest of Science of Labour

労働の 
科学 1

●特集／ヤングワーカーの実態とホンネ 
◆巻頭言＜俯瞰＞労研創立九十周年の年頭にあ

たって　塩谷驪英　◆現代における若者と雇用

下田健人　◆職場を曇らせる若者論　山本直人

◆若者と労働組合　小倉義和　◆私のデジタル

ツール活用方法　西平宗貴　◆若年労働者の安

全衛生意識　酒井一博 

 

◆産業安全保健エキスパート　職場の実践・１ 

　安全衛生に対する社員の意識改革 平山淑子 

◆GP－広がる良好実践・１ 

　中小企業における参加型改善活動 平野敏夫 

◆職場のいじめ・暴力・ハラスメント防止対策・１ 

　職場の安全健康リスクとして 三木明子 

◆キーワードを読む・１ 

　非正規雇用問題を読む 龍井葉二 
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